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年金財政運営

２０２２年６月

年金数理人 久保知行

（企業年金テキスト⑥）

Ⅰ 財政計算

Ⅱ 過去勤務債務の償却

Ⅲ 制度変更の財政計算

Ⅳ 財政決算と財政再計算
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財政計算：掛金（率）の算出

基礎データ － 加入者、退職者、（受給者）

基礎率 （合理的に設定）

財政方式（適切なものを選択）

標準掛金 数理債務
年金資産（評価）

特別掛金 過去勤務債務

償却方針（妥当なものを企業が選択）

財
政
計
算

Ⅰ 財政計算
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財政計算が実施される場合

制度発足時

今後の掛金を算定、年金資産はない

制度変更時

今後の掛金の増減を算定、年金資産を考慮

定期的検証（財政再計算）

現行の掛金の再評価、臨時実施の場合あり

制度終了時

債務の算定が中心、特殊な算定方法



久保知行 2022c

3

過去勤務債務（広義）＝未積立債務

数理債務＝給付現価－標準掛金収入現価

過去勤務債務＝数理債務－年金資産

給付現価

標準掛金
収入現価

数理債務

年金資産

過去勤務債務
特別掛金
収入現価

Ⅱ 過去勤務債務の償却
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過去勤務債務の償却（積立）方法

特別掛金により積立

積立期間は有限（確定給付企業年金制度では20年以内）

償却方法には選択肢（企業が選択）

①通常償却：予定期間にわたり均等に償却

②弾力償却：①の方法で上下限を決めて償却

③定率償却：未償却残高の一定割合を償却

償却方法の変更は財政計算時のみ可能
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通常償却

3年以上20年以内の範囲内で、あらかじめ規約

で定めた予定償却期間で均等に償却する方法

過去勤務債務

特別掛金額

特別掛金収入現価＝過去勤務債務

（特別掛金額の予定利率による現価）

予定償却期間3～20年
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通常償却の特別掛金の算定方法

毎年の均等償却額（率）により、予定償却期間

および予定利率で償却が完了するように設定

過去勤務債務
特別掛金額＝

予定償却期間・予定利率に応じる年金現価率

過去勤務債務 予定償却期間

特 別 掛 金

特別掛金収入現価

（注）特別掛金率：特別掛金額を一人当たりや総給与に対する割合としたもの
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弾力償却の予定償却期間と最短期間

予定償却期間 最短期間

５年未満 ３年

５年以上 ７年未満 ４年

７年以上 ９年未満 ５年

９年以上 １１年未満 ６年

１１年以上 １３年未満 ７年

１３年以上 １４年未満 ８年

１４年以上 １５年未満 ９年

１５年以上 １０年
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定率償却

過去勤務債務の一定割合（15/100以上50/100

以下）を償却していくもの

過去勤務債務

特別掛金額

特別掛金額による償却分

（過去勤務債務の15～50/100）

過去勤務債務
過去勤務債務

特別掛金額



久保知行 2022c

9

定率償却の特別掛金の算定方法

特別掛金額＝過去勤務債務×償却割合
（15～50/100）

償却が永遠に続く可能性

→ 過去勤務債務≦標準掛金額以下

となる時には一括償却が可能
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①制度変更による財政構造の変化

給付現価

標準掛金
収入現価

年金資産

過去勤務債務
（特別掛金収入現価）

変更前

給付現価

標準掛金
収入現価

年金資産

（増加分）

過去勤務債務

変更後

Ⅲ 制度変更の財政計算
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②制度変更による掛金額の変化

標準掛金額：将来の給付水準の変化を反映

特別掛金額：過去部分に及ぼす影響を反映

過去勤務債務の増減
新特別掛金額＝旧特別掛金額＋

予定償却期間・予定利率
に応じる年金現価率

（注）制度変更の際に、基礎率や財政方式が見直されることもある

制度変更時点における積立不足は過去勤務債務の増減に織り込まれる
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Ⅳ 財政決算と財政再計算

財政計算：将来についての見込み計算

予測と実績との間に差異が発生

財政決算：毎年の差異を把握

責任準備金と年金資産の最新の情報を開示

財政再計算：基礎率や財政運営方針の定期的点検

少なくとも5年ごとに実施

 

                       少なくとも5年ごと 

                                 

            … …             … … 

 

       （毎年実施） 

制度発足 

（財政計算） 

財政 

決算 

財政再計算 

財政 

決算 

財政 

決算 

財政 

決算 

財政再計算 
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財政決算の内容

・毎年1回、定められた決算日に実施

・基礎率は直前の財政（再）計算のものを使用

・責任準備金および年金資産を算定・開示

・積立の過不足把握（財政検証）

（継続基準：責任準備金VS年金資産）

（非継続基準：最低積立基準額VS年金資産）

・積立の過不足の要因分析

・不足が大きい場合、解消を図る必要性あり
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財政検証のイメージ図
○積立義務 年金給付が確実に行われるよう、積立を行わなければならない。

○長期計画
の作成

○企業年金
の運営

○毎年の
チェック

○結果 不足が生じている 順調に進んでいる

○対策

会社の状況（従業員の採用・退職状況、給付の状況等）や
資産運用の見通しなどを基に、少なくとも５年に一度、
積立に関する長期計画を作成する。（財政再計算）

掛金の拠出、年金資産の運用、年金の支払いなど

一定期間内に、掛金の引上げ等により、不足を解消する。

作成した長期計画どおり
に進んでいるか？

倒産などで、企業年金を今やめ
ても、これまでの勤務期間に見合う

年金はきちんと支払えるか？

（継続基準） （非継続基準）

毎年度末の決算でチェック
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継続基準の財政検証

 年金制度が今後も継続することが前提

 将来において支払われる給付と、今後の掛金およ
び運用収入を考慮し、必要な積立金を保有してい
るかどうかを検証

 積立金の評価は、掛金計算に用いる積立金の評
価方法と同一（時価もしくは数理的評価）

 財政検証で認識された積立不足が一定の範囲を
超えれば、掛金の引き上げ等が必要
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継続基準の財政検証のイメージ

給付現価

（過去期間分+
将来期間分）

標準掛金
収入現価

（控除可能額）

責任準備金年金資産

実質不足金

特別掛金
収入現価

対比

①標準掛金額×（15/100以内）

×20年の現価

②責任準備金×（15/100以内）

③①と②の低い方のいずれか
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非継続基準の財政検証

 現時点で制度が中止されても、過去の加入期
間に対応する給付（その予想額の現価が最低
積立基準額）に見合った積立金があるかどうか
を検証

 非継続基準の財政検証は、継続基準の財政検
証を補うもの

 積立金の額は時価評価

 積立不足は、一定の期間で償却



久保知行 2022c

18

非継続基準の財政検証のイメージ

給付現価

（過去期間
相当分）年金資産 対比

最低積立
基準額

最低積立基準額と対比した
不足金の水準区分

不足解消
の要件

10％以下の部分 15年以内

10％超20％未満の部分 10年以内

20％超の部分 5年以内
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財政検証における要因分析

損益の種類 関係基礎率 一般的傾向

利差 予定利率 実際が高いと剰余

死差 予定死亡率 実際が多いと剰余

脱退差 予定脱退率 高年齢で実際が多いと剰余
若年玲で実際が多いと不足

昇給差 予定昇給率 実際が多いと不足

新規加入差 予定新規加入 実際が多いと剰余
実際が若いと剰余
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財政再計算の内容

・決められたサイクル（5年以内）で実施

・基礎率（財政方式）についても見直し

（標準掛金も変更される）

・決算で繰り越された（累積の）不足金を解消

・特別掛金の償却方針の見直しも可能

・臨時に実施される場合（繰り上げ再計算）あり

（制度の合併、加入者数の大幅な変動の場合など）
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（参考）企業年金の必要性

1912年に老齢問題専攻の学生が書いた文章

「社会経済の体制全体の見地からして、事業主

には、産業社会における人生を10年、20年、あ

るいは40年にわたって使い尽くすような職業に

個人を従事させ、その後、残りの人生を、海に

捨てられた物のように、確かなあてもなく、社会

に放り出す権利はない。」

（出所：田村正雄監訳「企業年金の基礎」（ぎょうせい））


